
令和８年度放課後児童支援員認定資格研修
第１回中讃会場　受講申込書
　放課後児童支援員⇒各市町担当者　に提出
	申し込み日
	令和８年　　　　月　　　　日

	フリガナ
	
	※修了証書の発行等に必要です
戸籍に登録されている姓名・文字で記入ください

	氏　名
	
	

	生年月日
	　　年　　　　月　　　　日　（　　   歳）昭和 ・ 平成

	

	現住所
	〒※申し込み
時点

香川県
	

	電話番号
	（自宅）
	事務局からのご連絡に使用いたします。読みやすいご記入にご協力をお願いいたします。

	
	（携帯）
	

	メール
アドレス
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠
	

	　該当資格

（該当するものに○をしてください）

	（　　　　）　１．保育士
（　　　　）　２．社会福祉士※例：放課後児童クラブに2年以上従事

（　　　　）　３．高等学校卒業者等で2年以上児童福祉事業に従事　
（　　　　）　４．教諭（幼稚園・小学校・中学校・高等学校・中等教育学校・養護教諭）
（　　　　）　５．大学の学科・課程修了
（社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学もしくは体育学）
（　　　　）　６．大学院入学者
　　　　　　　　（社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学、体育学の学科・課程の成績優秀者）
（　　　　）　７．大学院研究科・課程修了
（社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学もしくは体育学）
（　　　　）　８．外国の大学の学科・課程修了
（社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学もしくは体育学）
（　　　　）　９．高等学校卒業者等で2年以上放課後児童健全育成事業類似事業に従事
（　　　　）１０．５年以上放課後児童健全育成事業に従事した者（９に該当しないもの）

	従事クラブ名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　市・町
	　□　(　　　　　　　　　　　)　クラブ ・ 教室　/　　□　所属無し


【添付書類】次ページの「該当者資格確認一覧」を参考に、受講申込書と必要書類を揃え、
　　　　　　各市町の担当者までお申し込みください。
　　　　　 ※資格証等が旧姓の場合⇒戸籍抄本等の証明となる書類が必要
【その他】・受付完了後に、受講票と受講の手引きを事務局より個人宛に郵送します。
　　　　　 研修に関する詳細はその書類をご確認ください。
　　　　 ・取得した個人情報は、厳重な管理のもと、本事業以外の目的には使用しません。

　　　　別紙①

該当者資格確認一覧
ご自身の該当を下記の一覧で確認の上、必要な書類を添付してください
	
	該当資格
	必要書類
	免除
科目

	1
	保育士
	①保育士証又は保育士（保母）資格証明書（写し可）
	４、５、６、７

	2 
	社会福祉士
	①社会福祉士登録証（写し可）

	６、７

	3 
	「高等学校卒業者等」であって、2 年以上児童福祉事業に従事したもの
※放課後児童クラブ2年以上従事
	①卒業証書又は卒業証明書（写し可）
②2年以上児童福祉事業に従事したことが分かる書類として添付の実務経験証明書

	

	4 
	教諭（幼稚園・小学校・中学校・高等学校・中等教育学校・養護教諭）
	①教育職員免許状（写し可）


	４、５

	5 
	大学の学科・課程修了
（社会福祉学・心理学・教育学・社会学・芸術学・体育学）
	①卒業証書又は卒業証明書（写し可）
※学科・課程は、大学・短期大学において学士等を習得したことを指します。関連する単位を修得した場合ではありません。

	

	6 

	大学院入学者
（社会福祉学・心理学・教育学・社会学・芸術学・体育学の成績優秀者）

	①大学院入学許可書等（写し可）
※学科・課程は、大学・短期大学において学士等を習得したことを指します。関連する単位を修得した場合ではありません

	

	7 

	大学院研究科・課程修了
（社会福祉学・心理学・教育学・社会学・芸術学・体育学）
	①修了証明書等（写し可）
※学科・課程は、大学・短期大学において学士等を習得したことを指します。関連する単位を修得した場合ではありません。

	

	8 

	外国の大学の学科・課程修了
（社会福祉学・心理学・教育学・社会学・芸術学・体育学）
	①卒業証書又は卒業証明書（写し可）
※証明書が外国語の場合は、翻訳を添付する等、証明書の内容が分かるようにしてください。

	

	9 

	高等学校卒業者等であり、2年以上放課後児童健全育成事業類似事業に従事（※1）
例：放課後子供教室
　　　民間団体等が実施する児童の遊びの場を提供する事業　など

	①卒業証書又は卒業証明書（写し可）
②2年以上児童福祉事業に従事したことが分かる書類として添付の実務経験証明書
③市町長が適当と認めたことの証明書
	

	10 

	5 年以上放課後児童健全育成事業に従事した者
（9に該当しないもの）

	①5年以上児童福祉事業に従事したことが分かる書類として、添付の実務経験証明書
②市町長が適当と認めたことの証明書
	


[bookmark: _Hlk132018675]（※1）
放課後児童健全育成事業に類似する事業に従事した者とは、「遊びを通じて児童と継続的な関わりを持った経験のある者」とします。この者は、最終的には市町長の判断となりますが、例えば、放課後子供教室に従事していた者のほか、地方公共団体や民間団体が実施する、児童の遊びの場を提供する事業（いわゆる「プレイパーク」や「民間学童」など、児童福祉法上の「放課後児童健全育成事業」の届出を行わずに実施している類似の事業など）において、児童と継続的な関わりを持っていた者等が考えられます。ここでは、児童と積極的な関わりを持つことが必要であり、単なる見守りなどの経験は含まれません。なお、遊びを通じて児童と継続的な関わりを持った経験のある者が対象であり、例えば、学習支援を目的とする塾等で、児童に対し継続的に勉強を教えていたとしても、他に遊びを通じて児童と継続的な関わりを持った経験がない限り、対象とはなりません。また、ここでの「継続的」とは、２年以上従事し、かつ、総勤務時間が 2000時間程度あることが一定の目安と考えられます。
（平成２６年５月３０日雇児育発０５３０第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局育成環境課長通知）


（様式例）



実務経験証明書

下記の者は、放課後児童支援員認定資格研修受講に対し、下記のとおり実務の経験を有することに相違ないことを証明します。

　令和　　年　　月　　日

証明者　　　　 職　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　印　
　　
	証明を受ける者の
氏　　　　　名
	

	実務経験の内容
	

	実務経験年数
	　　　　年　　　月　　　日　から
　　　　年　　　月　　　日






[bookmark: _Hlk132018719]（様式例）※第９号の場合



市町長の証明書

放課後児童支援員認定資格研修受講に際し、下記の者は、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成26年厚生労働省令第63号）第10条第３項第９号に該当していることを証明します。

　令和　　年　　月　　日


証明者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
　　


（様式例）※第10号の場合



市町長の証明書

放課後児童支援員認定資格研修受講に際し、下記の者は、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成26年厚生労働省令第63号）第10条第３項第10号に該当していることを証明します。

　令和　　年　　月　　日


証明者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
　　


